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《研究ノート》

１．はじめに

1－1　研究の背景と目的

　観光地域づくり法人（以下、DMO）の

登録制度は、地域の観光資源を戦略的に

活用し、地域の「稼ぐ力」を引き出すと

ともに、住民の誇りや愛着を育むことを

目的として、2015年に「地方創生」の一

端を担う役割として創設された。DMO

は従来の観光協会を超えて、地域経営の

視点に立った観光地域づくりの司令塔と

しての役割を期待されるものであり、そ

の実現のために、これまで DMO の成功

要因についてさまざまな議論がなされて

きた。こうしたこれまでの議論では、と

くに DMO の対外的な活動の必要性が多

く指摘されてきた。たとえば、市場や顧

客に対するマーケティングや、地域ス

テークホルダーの合意形成、関係者間の

ネットワーキングなどである（Volgger 

and Pechlaner、2014）。

　このような DMO に求められる活動を

実現するためには、それらを遂行できる

能力を持つ人材が必要である。しかし人

材の育成・確保という課題解決にむけて

は、昨今の人口減少社会において、観光

産業のみならず日本社会全体で人材不足

が指摘されていることを踏まえれば、優

秀な人材を組織外から確保することの難

易度は高い。そのため、自ずと既存人材

の育成に力点が移ることになり、関連す

る施策が産官学において多く展開されて

きた。たとえば、観光庁では、2023年３

月に策定した「ポストコロナ時代におけ

る観光人材育成ガイドライン」に基づき、

「観光人材育成プログラム」により、観光

地経営人材育成事業を進めている。高等

教育機関においては、北海道大学や九州

産業大学などが観光地経営人材を育成す

る独自のプログラムを提供している。ま

た、民間では NPO 法人デスティネーシ

ョン総研が、2020年より DMO の CEO・

COOなどの育成のための「デスティネー

ションマネジメント ESSENCE」を開催

している。

　しかしながら、観光庁による DMO 登

録事業開始から10年が経過した現在も、

人材の確保と育成が大きな課題となって

おり、多くの DMO において、人材に関

する課題が認識されている。登録 DMO

について調査した「令和５年 登録 DMO

現状調査」（観光庁、2023a）によれば、
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「人材の確保・育成」は登録DMOの82％

が課題として挙げ項目の中で一番多く、

続いて、「予算・財源」（同80％）、「マー

ケティング・DX」（同58％）となってい

る。このような事実は、これまでの取り

組み方では、DMO 人材に求められる能

力を十分に身につけさせることが難しい

ことを示唆している。

　ここで一つの疑問が生じる。すなわち、

従来の人材育成に対するアプローチは、

主に「個人」に対するものが主体であっ

たが、DMO 人材は、DMO という「組

織」に所属する存在である。したがって、

人材の問題は個人にのみ帰結するもので

はなく、雇用形態や業務分掌、評価体系

の設定といった組織のあり方にも起因

していると考えるべきではないだろう

か。

　このように考えると、DMO 人材の課

題とは、観光地域づくりの司令塔として

各種施策を展開するために、組織として

の能力（組織ケイパビリティ）を確保し、

高めていくかという「組織的課題」とし

て捉えることができる。前述した調査に

おいて「予算・財源」が僅差で次点の課

題として挙げられていることも、組織的

視点の重要性を裏付けている。

　したがって、本研究では、人材と組織

の双方を一体的に俯瞰するレンズを通じ

て、成功する DMO の要素に注目する。

そしてその論点を浮き彫りにするため

に、DMO におけるデジタル技術への対

応に焦点を当てる。デジタル社会の急速

な進展は観光地経営のあり方にも大きな

影響を与えており、地域の観光を持続的

に発展させるためには、デジタル技術を

効果的に組み込み、経営の高度化につな

げていくことが不可欠であり、そのため

の組織ケイパビリティを身に着けること

が急速に必要となっている。しかし、観

光デジタル人材の育成・活用において、

外部人材の活用や人材の育成が十分に進

んでいないことが指摘されている（観光

庁、2023b）。したがって、DMO が抱え

る課題としてデジタル技術への対応を取

り上げることにより、デジタル人材と組

織を一体的に論じることができると考え

たからである。そこで本研究の目的は、

DMO におけるデジタル施策やマーケテ

ィング活動の成果に対して、組織ケイパ

ビリティがどのように関係しているかを

明らかにすることとする。

２．先行研究

　DMO の成功が観光地の競争優位を生

み出すことは既存研究において指摘され

てきた。とくにDMOのマーケティング活

動は観光地内外すべてのステークホル

ダーにとって観光地のイメージや成功の

認識へと直結する（Bornhorst, Ritchie and 

Sheehan、2010）。また、観光地の競争優

位に結びつくDMOの成功要因としてネッ

トワーキング能力の重要性も指摘されて

いる（Volgger and Pechlaner、2014）。

　さらに、昨今のデジタル社会の進展の

中で、デジタルマーケティングが、観光

業界や DMO にとっては不可欠なツール

となっていることが多くの既存研究によ

り指摘されている（Raji、2024；Sánchez-

Teba, García-Mestanza and Rodríguez-

Fernández、2020；Noviana and Darma、

2020；Omar, Hassan and Wafik、2022）。

これらの先行研究では、デジタルマーケ

ティング戦略は観光業界において極めて

重要な役割を果たしており、訪問者の意

思決定プロセスに大きな影響を与え、旅

行者の体験を向上させ、消費後の満足度

を確保するうえでも重要であり、DMO

においてデジタルマーケティングを推進

することが推奨されている。しかしなが

ら、デジタル技術への対応は DMO にと

って新しい領域であり、実際、スマート

な観光地を適切に統治するために必要な

能力や専門性が不足していることが指摘

されている（Gretzel、2022）。

　一方、組織としていかに資源を獲得す

るかという視点では、経営学における経

営資源論の分野において、組織がどのよ

うにして経営資源を保有・活用できるの

かという、資源の獲得能力に注目する「組

織ケイパビリティ」が論じられてきた（上

野恭裕、2017）。この議論は、その後、企

業の中核的な強みを説明するコア・コン

ピタンス（Prahalad and Hamel、1990）

や環境変化に適応しつつ資源を再構成す

るダイナミック・ケイパビリティといっ

た概念（Teece、2007）に発展している。

これらの概念はDMO研究にも適用され、

資源の獲得・活用のベストプラクティス

の決定や資金的基盤といった組織能力の

確立の必要性が指摘されている（Gato et 

al.、2022）。

　一方、2015年の DMO 登録制度発足以

降、日本における DMO に関する研究の

蓄積が急速に進むなかで、組織・人材の

側面に関わる先行研究は多くみられる。

たとえば、岩田賢（2022）が日本版DMO

の制度的背景や政策的意図を整理し、二

大課題として財源問題及び人材問題を挙

げている。また、小川雅則・南条青志

（2022）は、DMO運営上の主要要素とし

て、財源、人材、ネットワークの３点を

指摘し、それぞれにおける現状と課題、

解決策を示した。

　しかし、人材の役割・配置に関する研

究が進展しているものの、主として専門

性の高いプロパー人材を確保する必要性

に焦点を当て、CEO や CFO などの専門

人材の必要性や確保に関する課題を中心

に議論されてきた（大社充、2018；高橋

一夫、2024；原忠之、2024など）。例え

ば、十和田奥入瀬観光機構の事例研究で

は、DMO の代表者、専門職（CMO や

CFO）における人材の登用が、組織が取

り組める活動内容にも影響を与えること

を示した（渡部泉、2024）。また、井出拓

郎（2021）は、DMO においては担い手

としての人材育成が重要視されているこ

とを調査から導いた。これらの研究は、

マーケティングや財務など専門領域を担

う人材が、組織の意思決定や戦略実行に

寄与することを明らかにしているが、依

然として個々人の専門性に注目した分析

にとどまり、組織ケイパビリティ獲得の

視点にまでは至っていない。

　このように既存研究の多くは、「個人の

能力」を組織成果に活用する視点に留ま

っており、DMO としてのパフォーマン
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スを高めるために組織全体としてデジタ

ル活用のケイパビリティを確保すること

の重要性に焦点を当てた研究は見当たら

ない。今後、デジタル社会が進展し観光

地におけるデジタル活用の重要性は増加

する中で、DMO の成功を導くため、組

織全体をどのようにデザインしていくの

か、その要件を具体的に明らかにするこ

とが求められる。

３．研究手法

3－1　調査概要

　本研究は、DMO におけるデジタル施

策やマーケティング活動の成果に対し

て、組織ケイパビリティ（人材、組織体

制、財源）がどのように関係しているか

を明らかにすることを目的とした研究で

ある。前述したように、デジタル化対応

を組織ケイパビリティの視点から研究し

た事例は乏しいため、本研究では、次の

ような探索的手法を採用する。まず、成

功している地域を抽出（予備調査）、次に

予備調査から抽出した地域の DMO に対

する探索的インタビューによる仮説設定

（調査１）、そして定量調査による仮説検

証（調査２）という３つの調査プロセス

である。

3－2　予備調査：成果定義としての検索

行動の設定と対象地域の抽出

　本研究では、DMOの成果を地域の「認

知度」「関心度」と捉え（Song、2020）、

その指標としてGoogleトレンドにおける

検索需要の伸長を活用した。これは、観

光庁や国土交通省でも一定の評価を受け

ている手法に準拠しており、観光地ブラ

ンドの強化や誘客成果の間接的な定量指

標とした。

　具体的には、2017年～2024年における

基礎自治体単位での検索需要をトレース

し、パンデミック以前と以後の両時点で

検索需要が著しく増加した地域を抽出す

る。この調査により、本研究における主

たる対象地域として４地域の DMO を設

定した。なお、本研究において検索需要

の分析単位を基礎自治体レベルとしたの

は、観光地として認識・検索される際に、

都道府県単位よりも市町村単位での名称

が検索される傾向が相対的に高いという

仮説に基づくものである（例：岐阜県＜

下呂市）。よって、調査対象とするのは地

域 DMO となるが、本稿の表記としては

「DMO」として統一する。

3－3　探索的インタビュー調査（調査

１）：要因仮説の構築

　予備調査で、コロナ禍前（2019年／2017

年）、コロナ禍中（2022年／2020年）、コ

ロナ禍前後（2024年／2019年）の３つの

期間で検索需要の伸長が特に確認された

４地域に対して、関係する DMO へ半構

造化インタビューを実施し、成果に寄与

していると考えられる要素を探索的に把

握した。

　インタビュー調査実施の詳細は以下の

通りである（表－１）。

　インタビュー調査は組織体制（人員規

模、専任性、職員構成）、財源状況（財源

の柔軟性と安定性）、関係者協力体制（行

政・観光協会・民間などとの連携の質）、

表－１　調査１におけるヒアリング対象とその詳細

No. 実施日・時間 対象組織 職位・役職 実施者

（１） 2025年１月14日
13：00～14：15

妙高ツーリズムマネジ
メント 事業部長 筆者１

（２） 2025年１月15日
９：30～10：30 金沢市観光協会 CMO（チーフ・マーケティ

ング・オフィサー） 筆者１・２

（３） 2025年１月30日
11：00～12：00 小田原市観光協会 DMO 推進マネージャー 筆者１

（４） 2025年２月５日
11：00～12：00 阿智昼神観光局 事務局長 筆者１・２

表－２　調査２におけるアンケート13項目

１．正職員の在籍人数（パート・アルバイトを除く）
２．出向者・派遣者を除く、プロパー職員人数
３．マーケティング専任者の人数
４．外部専門人材を登用状況について
５．登用している専門人材の主な役割や業務について
６．マーケティング・デジタル関連に活用できる財源の割合
７．マーケティング関連事業の進め方について
８．（１）もっとも重要なステークホルダー
　　（２）その重要なステークホルダーとの関係性
９．（１）組織としてもっとも課題となっていること
　　（２）組織として２番目に課題となっていること
　　（３）組織として３番目に課題となっていること
10．（１）観光ビジネスに精通している人材がいるかどうか
　　（２）マーケティングに精通している人材がいるかどうか
　　（３）データ分析に精通している人材がいるかどうか
　　（４）ウエブ、IT 関連に精通している人材がいるかどうか
　　（５）コンテンツ開発に精通している人材がいるかどうか
　　（６）商流、販路開拓に精通している人材がいるかどうか
　　（７）プロモーション、広告に精通している人材がいるかどうか
11．KPI について自前でデータ収集、分析ができる環境が整っているか
12．（１）自組織で管理する指定管理施設で安定的な収益があるかどうか
　　（２）自組織で受託した業務委託で安定的な収益があるかどうか
　　（３）自組織で委託を受けたふるさと納税で安定的な収益があるかどうか
　　（４）自組織で販売する観光商品、その他の販売で安定的な収益があるかどうか
　　（５）基礎自治体からの補助金・負担金で安定的な自主財源があるかどうか
　　（６）民間等からの会費で安定的な自主財源があるかどうか
　　（７）その他で安定的な自主財源がある場合は記述
13．2024年度、目標とする KGI や KPI は達成できそうか
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専門人材の有無と属性（デジタル／マー

ケティングの知見有無）、データ基盤の整

備（DMP（Data Management Platform）、

アクセス解析など）、KPI/KGI の設定と

運用状況について、６つの観点で実施し

た。

3－4　定量調査（調査２）：構造的要因の

特定と統計的検証（本研究の主調査）

　予備調査で検索需要の伸長が確認され

た地域を中心に、関係する DMO へ半構

造化インタビューを実施し、成果に寄与

していると考えられる要素を探索的に把

握した。

　独立変数（説明変数）については、人

材構成と各人材の専門性（デジタル人材・

マーケ職など）、財源の有無と財源の柔軟

性（用途の自由度、独自財源の比率）、

データ利活用体制（DMPの有無、KPI設

計）、ステークホルダー連携状況について

の４点を設定した。

　併せて、従属変数（目的変数）につい

ては、自己申告による KGI/KPI の達成

度（来訪者数・消費額等）を設定した。

　これらのデータに対し、主成分分析と

因子分析を適用し、DMOの「整備度」や

「マーケティング機能」の構造的特徴を因

子として抽出する。さらに、抽出された

因子と成果指標（KGI/KPI）との統計的

関連性を検証することで、DMO の成果

を高めるために必要な要素と体制を明ら

かにした。

４．結果

4－1　調査１：探索的インタビューによ

る要因仮説の構築

　半構造化インタビューの結果、成果と

の関連性を示唆する、共通した重要要因

として、「①専任人材の有無」「②財源の

柔軟性」「③データ分析基盤の有無」が抽

出された。

4－2　調査２：DMO の体制整備と成果

との関係性に関する定量分析

　本調査では、探索的インタビュー調査

（調査１）で示唆された要素の関連性を全

国のDMOを対象に検証すべく、対象191

団体中のうち89団体から得たアンケート

結果（15項目）に対して主成分分析（固

有値＞１）を実施した。

　分析の結果、以下の４つの主成分が抽

出され、第１主成分（PC1）と第２主成

分（PC2）を中心に構成要素を検討した。

（１）�PC1：「人材・分析基盤・財源の総

合整備度」

　以下の項目が高い因子負荷量を示し

た。

・�専門人材の有無（0.45以上）※アンケー

ト13項目中、10（２）（３）（４）（５）

・分析基盤の整備（0.42以上）

・財源の柔軟性（0.40以上）

　PC1は探索的インタビュー調査（調査

１）において共通して観察された要因群

と一致しており、定性的・定量的両側面

での整合性が確認された。

（２）�PC2：「ステークホルダー・情報発

信に関する体制」

　PC2には、ステークホルダーとの連携

状況、自治体との連携体制、プロモーシ

ョン、広告人材の有無などが高い因子負

荷を示し、DMO が外部とのネットワー

クを通じて発信活動を行っている度合い

を反映していると解釈される。

　なお、この主成分と KGI/KPI の達成

度との間には、統計的に有意な相関は確

認されなかった（p > 0.10）。

（３）PC3、PC4

　特徴的な因子構造がみられたものの、

後述するように成果指標との関連性は確

認されなかったため、本研究では言及を

最小限に留める。

（４）主成分と KGI/KPI 達成度との関係

　各主成分得点と成果指標との相関関係

を検証した結果、PC1のみが成果指標と

の間に有意な正の相関を示した。

（５）PC1との相関

　Googleトレンドにおける地域名検索需

要伸長度：r＝0.41、p < 0.01、自己申告

による KGI/KPI 達成度：r＝0.38、p < 

0.01であった。

　これに対し、PC2（組織構成）および

PC3・PC4（補助因子）はいずれも成果

指標との間に有意な関連は確認されなか

った（p > 0.10）。

　図－１は、主成分分析における「各主成

分がどれだけ全体の分散を説明している

図－１　主成分分析における寄与率の推移（Scree Plot）
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か」を示している。第１主成分（PC1）と

第２主成分（PC2）において、比較的大

きな割合の情報を説明できていることが

分かる。

５．結論

　本研究は、組織ケイパビリティの視点

から、① DMO におけるマーケティング

活動、デジタル活用の実態、② その活用

レベルと成果（検索需要・来訪実績）の

関係、③ 成果を支える人材と組織体制の

要件 ― を探索的に検証した。定性（半構

造化インタビュー）と定量（主成分分析・

相関分析）の結果を統合すると、次の４

点が明らかになった。

（１）デジタル活用と成果の関連

　DMOが掲げるKGI/KPIである消費額

や延べ宿泊者などの目標に対する実績

は、DMOのデジタル施策量ではなく、組

織内の整備度（PC1スコア）と有意に連

動していた（r＝0.41、p < 0.01）。

（２）専門人材の決定的役割

　マーケティング・デジタル領域を専任

で担う職員の配置は、主成分負荷量が最

も高く（≥ 0.45）、施策の企画・実行・検

証を一貫させる中核要件となっていた。

（３）組織体制とデータ基盤の整備

　KPI／KGI をモニタリング可能なデー

タ分析環境（負荷量 ≥ 0.42）が整ってい

る DMO では、PDCA が循環しやすく、

成果指標も高水準であった。

（４）柔軟な財源確保の必要性

　財源規模よりも、マーケティング・デ

ジタル施策へ裁量的に投下できる柔軟性

（負荷量 ≥ 0.40）が成果と結び付いてい

た。

　以上より、「専門人材 × データ基盤 × 

柔軟な財源」の三要素が統合的に整備さ

れているか否かが、DMO の KGI、KPI

のパフォーマンスの成果を左右する主要

因であることが示唆された。すなわち、

組織ケイパビリティとして、デジタル活

用をベースとしたマーケティング活動が

実践できる専門人材、それら人材が活用

し、KGIやKPIをモニタリングするデー

タ基盤、そして、施策を実行する柔軟な

財源が DMO の活動の成果に依存すると

考えられる。

　本知見は、DMOに対する人材・体制・

財政支援を断片的ではなく連携的に設計

する必要性を示す実践的示唆を提供する

とともに、デジタル活用－成果モデルにお

ける人材要件の理論的な構築に貢献す

る。

６．考察

　本研究では、DMO におけるデジタル

施策およびマーケティング活動の成果

と、組織ケイパビリティとの関係を探索

的に検証した。その結果、主成分分析に

より抽出された複数の組織要因のうち、

「専門人材・データ分析基盤・柔軟な財

源」が統合された第１主成分（PC1）の

みが、検索需要の伸長および KGI／KPI

達成度と有意な正の相関を示した。一方

で、ステークホルダー連携や情報発信体

制を中心とする第２主成分（PC2）につ

いては、成果指標との統計的な関連は確

認されなかった。

　この結果は、DMO の成果を左右する

要因が、個別の施策の多寡や外部との関

係性の広さといった表層的な要素ではな

く、組織内部においてマーケティングを

継続的・自律的に実行できる統合的な能

力の有無にあることを示唆している。す

なわち、専門的な知見を有する人材が配

置され、データに基づく意思決定を可能

とする分析基盤が整備され、さらに施策

を機動的に実行できる財源裁量が確保さ

れているか否かが、DMO の成果を規定

する決定的要因となっている。

　この知見は、既存の DMO 研究におい

て指摘されてきた「ネットワーキング能

力」や「ステークホルダーとの連携の重

要性」（Volgger and Pechlaner、2014）を

否定するものではないが、それらが直接

的に成果を生むためには、組織内部の実

行能力が前提条件として整っている必要

があることを示していると解釈できる。

すなわち、外部連携や情報発信は、それ

自体が成果を生む独立要因というより

も、内部の組織ケイパビリティが一定水

準に達した段階で初めて有効に機能する

補完的要素である可能性が高い。

　また、本研究の結果は、国内の DMO

人材研究が主として「専門人材の確保」

や「人材育成の必要性」に焦点を当てて

きた点に対し、重要な補完的視座を提供

する。すなわち、専門人材の存在そのも

のが成果を保証するのではなく、当該人

材が能力を発揮できる組織構造、データ

環境、財源裁量が一体として整備されて

いるかどうかが成果に結び付くことが、

本研究から示唆された。これは、人材課

題を個人の能力や育成の問題としてのみ

捉える従来のアプローチに対し、人材と

組織を不可分のものとして捉える必要性

を示している。

　この点において、本研究は、経営学に

おける組織ケイパビリティ論やダイナミ

ック・ケイパビリティ論を、DMO 研究

の文脈において実証的に補強する位置づ

けを持つ。すなわち、DMOの成果は、個

別資源の保有だけではなく、それらを統

合し、環境変化に応じて再構成しながら

マーケティング活動を遂行する組織能力

によって左右されるという点において、

DMOを「施策主体」ではなく、「組織的

マーケティング実行体」として捉える必

要性を示している。

　以上を踏まえると、本研究の結果は、

DMO の成功要因を「人材不足」や「財

源不足」といった個別課題として捉える

従来の議論を再整理し、専門人材・デー

タ基盤・柔軟な財源が統合された組織ケ

イパビリティの形成こそが、マーケティ

ング成果を生み出す中核であるという立

場を提示するものである。この視点は、

DMO 支援政策や人材育成施策を設計す

るうえで、要素別・断片的な対応ではな

く、組織全体を一体として設計・支援す

る必要性を示唆している。

７．今後の課題

　本研究では、DMO におけるデジタル

施策とマーケティング成果との関係性に

焦点を当てて分析を行ったが、今後のさ

らなる研究に向けて、以下の３点が課題
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として挙げられる。

　第一に、DMO の組織ケイパビリティ

を高めるために、どのような支援が有効

であるかという点である。たとえば、人

的リソースの確保、研修機会の設計、デー

タ基盤の強化支援など、多様なアプロー

チが考えられるが、それぞれの効果や持

続性については今後の検証が求められ

る。

　第二に、本研究の分析枠組みが、都道

府県DMO（旧・地域連携DMO）や広域

連携 DMO といった、より広域かつ中間

支援的な役割を担う組織にも妥当するの

かという点である。組織規模やミッショ

ンの違いが、成果要因の構造や重みづけ

にどのような影響を与えるかについて

は、さらなる調査と比較研究が必要であ

る。

　第三に、本研究で得られた知見が、海

外の DMO においても共通する傾向や普

遍的な示唆と成り得るかという点であ

る。特に欧米豪の先進 DMO における人

材・体制・財源の整備とその成果の関係

を比較検証することで、理論的な汎用性

や国際的なベンチマークの構築に寄与で

きる可能性がある。

　以上を踏まえ、本研究の成果を出発点

として、今後はより広域的・国際的な視

点からの実証分析を通じて、DMO にお

けるデジタル活用と組織能力強化のあり

方を、理論と実践の両面から深めていく

ことが求められる。
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